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提 ⾔ ⽂ 

⼩学校理科教育の持続的な質を守るために 

―教科専科制の拡⼤時代における、層ごとの責任と⾏動― 
 

國學院⼤學 寺本貴啓 

対象：⽂部科学省・都道府県・市区町村教育委員会・学校管理職・指導主事 

 はじめに：静かに進む「理科教育の空洞化」 
⼩学校における教科専科制の拡⼤は、授業の質向上や担任の負担軽減という観点から⼀定の合理
性を持つ制度改⾰である。しかし現場では、制度の陰で深刻な実態が進⾏している。 

「理科を教える教員のほとんどが教頭先⽣や再任⽤の先⽣であり、若⼿は既に何度も授業
や実践発表を経験している。研究授業の授業者を推薦しようにも、該当者がいない」 

これは⼀地域の例外ではない。専科制の拡⼤が、若⼿教員から理科を教える機会を奪い、研修の
担い⼿を失わせ、地域の理科教育の地⼒を静かに削いでいる現実の縮図である。 

問題の根は深く、⼀つの学校・⼀⼈の指導主事の努⼒だけでは解決しない。国・⾃治体・管理
職・指導主事、それぞれの層が⾃らの役割を果たすことで初めて、理科教育の質は守られる。以
下、層ごとに具体的な提⾔を⽰す。 

 現状認識：四つの構造的課題 

【前提】担任制が機能していた三つの理由 

専科制の問題を論じる前に、学級担任が理科を担当する従来の体制がなぜ⼀定の質を保てていた
のかを確認しておく必要がある。その構造的な理由は三点ある。 

① 担任が毎年担当することで経験が蓄積された 
担任が毎年理科を担当することで、単元の流れ、実験のコツ、児童のつまずきやすいポイントが
個⼈に積み上がっていった。年数を重ねるごとに指導の質は⾃然と⾼まり、ベテラン担任の実践
知が学校の財産となっていた。専⾨免許がなくとも、継続的な担当経験そのものが専⾨性を育て
る仕組みになっていたのである。 

② 学年団での⽇常的な情報共有・教え合いができた 
同じ学年を複数の担任で受け持つ体制の中で、理科の進め⽅や教材について⽇常的に情報共有・
相談が⾏われていた。「この実験はこうすると上⼿くいく」「あの児童はここでつまずいた」と
いった実践の声が学年全体に⾃然と広がる、緩やかだが確実な学び合いの⽂化があった。 
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③ 校内研修に全員が参加し、学びが授業に直結した 
理科を担当するのが全担任である以上、校内研修のテーマとして理科が選ばれやすく、参加者も
⾃然と確保された。研修で学んだことが翌週の授業に直結するため、研修への動機づけも⾼く、
学びが実践に活きる好循環があった。 

専科制はこれら「⾃然に機能していた仕組み」を⼀気に解体する。問題の顕在化が遅いの
は、かつて積み上げられた経験や⽂化の「貯⾦」が徐々に失われていく過程であるからに
ほかならない。以下、専科制の拡⼤がもたらす四つの構造的課題を⽰す。 

課題① 配置の「消去法化」が進んでいる 

「準備が⼤変だから理科を専科に」「昨年度に引き続き同じ担当」という慣習的・消去法的な配
置が常態化している学校は少なくない。その結果、理科専科教員は「理科の専⾨家」ではなく
「担任を外れた教員」であるケースが多く、専⾨性の担保が曖昧なまま授業が⾏われている。中
学理科の免許を持ちながら⼩学校で理科を担当させてもらえないという事例も報告されており、
専⾨性が活かされない構造が⽣まれている。 

 

課題② 若⼿が理科を教えられない構造になっている 

専科への集中により、若⼿教員が理科の授業を経験する機会が制度的に失われている。⼦どもと
ともに⾃然の事物・現象に向き合い、ともに驚き、発⾒し、感動する体験は、教師の感性と専⾨
性を育む根幹である。その機会が若い世代から奪われていることは、理科教育の未来にとって⼤
きな損失である。 
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課題③ 研修の担い⼿・参加者が減少している 

理科担当者の固定化・少数化により、校内研修で理科が扱われにくくなり、地域研修会でも参加
者確保が困難になっている。「推薦できる研究授業の授業者がいない」という状況は、育成の連
鎖が断たれていることを⽰すシグナルである。 

 

課題④ 「中学校と同じ」という誤った前提が制度設計を歪めている 

教科専科制を推進する議論の背景には、「中学校で教科担任制がうまく機能しているのだから、
⼩学校でも同様に機能するはずだ」という類推がある。しかしこの前提は、両校種の構造的な違
いを無視した誤認である。 
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中学校と⼩学校では、理科担当の実態が根本的に異なる。 
● 中学校：理科免許を持つ教員が、毎年継続して同じ教科を担当する。授業経験・教材知

識・安全管理のノウハウが個⼈に蓄積され、学校内でも共有・継承される。 
● ⼩学校：担当者が年度ごとに変わりやすく、専⾨免許のない教員が担当するケースも多

い。経験や知識が個⼈に蓄積されないまま引き継ぎが断たれ、毎年「ゼロからのスター
ト」が繰り返される。 

この構造的な差異にもかかわらず、「専科にすれば質が上がる」という表⾯的な類推だけで制度
が推進されると、現場の実態とかけ離れた政策判断につながる。 

「免許を持った同じ先⽣が毎年理科を担当する中学校と、ころころ変わる⼩学校では状況
が全く異なる」 

この認識は、現場で理科教育に関わる教員・指導主事に共通している。国・⾃治体の制度設計に
おいて、中学校との安易な同⼀視を避け、⼩学校固有の課題として理科専科制を捉え直すことが
不可⽋である。 

 

 層別提⾔ 

【国レベル】⽂部科学省への提⾔ 

提⾔Ａ 教科専科制の運⽤指針に「教員育成」の視点を明記する 
現在の教科専科制に関する施策は、授業の質向上・担任負担軽減を主な⽬的として推進されてい
る。これに加え、「専科教員の継続的な研修保障」「若⼿教員が教科指導を経験する機会の確
保」を運⽤指針・通知等に明記し、⾃治体・学校が制度設計の際に育成の視点を組み込むことを
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促す必要がある。 

提⾔Ｂ 理科教育に特化した研修モデルの開発・普及 
学習指導要領の改訂に合わせた指導資料の整備にとどまらず、専科教員・若⼿担任を対象とした
実践的研修プログラムのモデルを開発し、都道府県・市区町村が活⽤できる形で普及させるこ
と。特に、実験・観察の指導技術、安全管理、評価の在り⽅に関するコンテンツの充実を図る。 

提⾔Ｃ 補助事業・モデル事業による先⾏実践の⽀援 
エリア合同研修や広域連携による研修体制の構築を、補助事業・モデル事業として⽀援すること
で、参加者確保が困難な⼩規模⾃治体における研修の持続性を担保する。 

【都道府県・市区町村教育委員会レベル】への提⾔ 

提⾔Ｄ 理科担当者を対象とした悉皆研修を制度化する 
理科専科教員・担任を問わず、理科を担当するすべての教員を対象とした研修を、原則参加（悉
皆）として年間計画に位置づける。研修内容の中⼼とすべき事項： 

● 実験・観察の指導技術と安全管理 
● 評価の⽅法など実践に直結するテーマ 
● 経験の浅い専科教員・中学免許保持者が⼩学校配置のケースへの重点⽀援 

提⾔Ｅ 近隣⾃治体との合同エリア研修を組織する 
単⼀⾃治体では参加者確保が困難な場合、近隣⾃治体・学区を越えた合同研修を積極的に組織す
る。多様な実践事例の共有、研修の継続的な運営、教科部会・研究会の担い⼿確保という観点か
らも、広域連携は有効かつ急務の⼿⽴てである。 

提⾔Ｆ 「研修→実践→発表」の育成サイクルを中⻑期で設計する 
研究授業の推薦者がいないという状況は、育成の連鎖が途絶えたシグナルである。今年度の研修
参加者が、来年度・再来年度に授業者・発表者となれるよう、3 年程度のスパンで育成計画を描
く。年度をまたいだ「⼈材の⾒通し」を持つことが、指導主事の重要な役割となる。 

【学校管理職（校⻑・副校⻑・教頭）】への提⾔ 

提⾔Ｇ 教科担当配置に「専⾨性・希望・育成」の三軸を導⼊する 
年度当初の教科担当決定において、以下の三点を確認・記録するプロセスを設ける。 

● 各教員の免許・得意教科・指導経験の把握 
● 理科担当への希望・意向の確認 
● 若⼿の育成計画との整合（誰にいつ理科を経験させるか） 

「昨年度と同じ」を既定路線とせず、毎年度、意図的に配置を⾒直す姿勢が求められる。 

提⾔Ｈ 若⼿が理科に関わる機会を意図的に設計する 
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専科教員と若⼿担任によるティームティーチング（TT）、学年内での単元ごとの分担など、柔軟
な体制を検討する。「専科＝⼀⼈で完結」という前提を外し、若⼿が理科の授業に関わる接点を
意図的につくることが重要である。 

提⾔Ｉ 管理職候補者が教科指導経験を積める環境を整える 
教頭になってはじめて理科を本格担当するという状況は、本⼈の負担だけでなく授業の質にも関
わる。ミドルリーダー段階で理科の授業経験を積めるよう、育成計画の中に教科指導の機会を意
図的に位置づける。 

【指導主事】への提⾔ 

提⾔Ｊ 研修参加者の「⾒える化」と継続的なフォローアップ 
誰が研修に参加しているか、誰が参加できていないかを年度ごとに記録・把握する。研修から取
り残されがちな教員（複数校兼務の専科、異動直後の担任など）への個別の声かけや⽀援を制度
的に⾏う。 

提⾔Ｋ 学校訪問・授業観察を通じた個別⽀援の充実 
地域研修だけでなく、学校への訪問・授業観察を通じて、孤⽴しがちな専科教員や経験の浅い担
任を直接⽀援する。授業後の短時間の対話・助⾔が、教員の孤⽴防⽌と実践改善に⼤きく寄与す
る。 

 おわりに 
⼦どもたちが理科を好きになるかどうかは、⼩学校での経験に⼤きく左右される。教師が⼦ども
とともに⾃然に向き合い、発⾒を喜ぶ授業の⽂化を守り続けることが、理科教育の本質である。 

教科専科制は⼿段であって、⽬的ではない。「誰が教えるか」の設計とともに、「誰がどのよう
に学び続けるか」「次世代の担い⼿をどう育てるか」を、国から学校現場までのすべての層が連
動して制度に組み込む。その視点と⾏動こそが、今まさに求められている。 


